
(1) 

 

日本私立学校振興・共済事業団の助成業務に関する中期計画 

 

 

（序文） 

日本私立学校振興・共済事業団法（平成９年法律第 48 号）第２６条の規定により、日本私

立学校振興・共済事業団（以下「事業団」という。）が助成業務に関する中期目標を達成する

ための計画（以下「中期計画」という。）を次のとおり定める。 

 

（基本方針） 

(1) 事業団の助成業務の目的は、私立学校の教育の充実及び向上並びにその経営の安定を図

るため、補助金の交付、資金の貸付け、受配者指定寄付金の受入れ・配付、学術研究振興

資金の交付、経営相談等の私立学校の教育の援助に必要な業務を総合的かつ効率的に行い、

もって私立学校の振興に資することである。 

このため、事業団の助成業務においては、各種事業を効率的・効果的に実施し、私立学

校のニーズに対応して総合的な私学振興を図っていく。 

 

(2) この中期目標期間中に特に重視することとして、 

ア 補助事業では、交付事務の迅速化に努め、学校法人に対する交付決定時期の早期化を

図る。 

イ 貸付事業では、私立学校の教育条件の充実向上や学校法人の経営の安定化のため、私

学経営相談センターと連携しつつ、適正かつ有効な貸付けを実施する。また、貸付けの

申込みから貸付金の決定までの期間の短縮に努め、審査基準及び貸付条件（期間、利率、

返済方法等）については、必要に応じて適切な見直しを行う。 

債権の管理面では、自己査定基準を常に検証し、必要に応じて適切な見直しを行う。 

ウ 教育条件・経営情報支援事業では、教育条件及び経営に関する分析能力の一層の向上

を図るなど充実強化を図る。 

また、これらの分析結果等の各種情報を積極的に提供し、私学の活性化に役立てる。 

エ 情報の収集・提供に当たっては、インターネットを介した私学サーバファー

ムシステムを中核とする私学データバンクを構築し、私学等のニーズに応えら

れるよう機能の充実を図る。 

（註）私学サーバファームとは、インターネットを介して学校法人、私学団体、所轄庁、

事業団及び一般社会が相互に情報交換できる電子空間（コミュニティの場）である。 

オ 業務においてより一層の専門性を高めるため、職員の能力開発や人材育成に努め、業

務量及び職員の能力に応じた適正な人員配置等により業務の効率化を図る。 

 

 



(2) 

Ⅰ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

１ 共通事項 

法人の行う業務について既存事業の徹底した見直し、効率化を進める。 

一般管理費及び人件費については、中期目標期間の最後の事業年度において、平成１４

年度比で１１％以上の効率化を図ること等により、中期目標期間中の毎年度において、対

前年度比１％以上の水準を目標に総費用縮減に努め、事業全体の効率化を図る。 

例えば一般競争入札の積極的な導入等により、印刷製本・機関誌刊行等の調達価格を削

減するなどの取組みを行う。 

 

２ 補助事業 

当該事業の目的等 

私立大学等の教育条件の維持及び向上並びに私立大学等に在学する学生に係る修

学上の経済的負担の軽減を図るとともに、私立大学等の経営の健全性を高め、もっ

て私立大学等の健全な発達に資するため、事業団が国から私立大学等経常費補助金

（以下「補助金」という。）の交付を受け、これを大学等を設置している学校法人に

交付する。 

 

この補助金の交付事務に当たり申請書類の簡素化及び電算処理方法の改善等により迅

速化を図り、学校法人に対する交付決定の時期を早め、中期目標期間中に１月までに行う

こととする。 

 

３ 貸付事業 

当該事業の目的等 

私立学校教育の充実及び向上並びに学校法人等の経営の安定のため、長期かつ低

利の固定金利で、私立学校の校地、校舎等の施設設備及びその他経営のために必要

な資金を私立学校を設置している学校法人等に貸し付ける。 

 

(1) 償還予定法人等に対して、返済期日の１か月前に払込み期日の案内（払込通知書）を

送付して返済忘れのないよう注意を喚起し、期日に返済のなかった法人等には直ちに問

合わせをするなどして、中期目標期間中の貸付金の回収率を高め財務基盤の健全性を図

る。 

(2) 延滞となっている貸付金については、当該学校法人等の返済意欲を失わせないよう法

人等との連絡を密にし、中期目標期間末において、貸付残高に占めるリスク管理債権の

割合を ３．５％以下とする。 

 

 



(3) 

４ 受配者指定寄付金事業 

当該事業の目的等 

私立学校の教育と研究の振興のため、法人又は個人より寄付金を受け入れ、これ

を寄付者が指定した学校法人に配付する。 

この受配者指定寄付金には、寄付者に対する所得税、法人税における税法上の優

遇措置がとられる。 

 

受配者指定寄付金の配付に当たっては、厳正な審査を引き続き実施しつつ、審査手続の

見直しなどの事務手続の効率化を図り、１件当たりの平均処理期間を中期目標期間中に 

５％以上短縮する。 

 

５ 学術研究振興基金事業 

当該事業の目的等 

私立大学等における特色のある学術研究の振興に寄与し、社会的要請の強い学術

研究を助成するため、経済界、私学関係者等広く一般から寄付金を受け入れた学術

研究振興基金の運用益を、学術研究振興資金として私立大学等が行う学術研究に直

接必要な経費に対し交付する。 

 

学術研究振興資金の交付について、厳正な審査を引き続き実施しつつ、電算処理方法の

改善等を図り、内示の時期に当たっては中期目標期間中に前年度２月までに行う。 

 

６ 教育条件・経営情報支援事業 

当該事業の目的等 

私立学校の教育条件及び学校法人の経営に関し、情報の収集、調査及び研究分析

を行い、その成果を提供するとともに、関係者の依頼に応じて相談、指導・助言を

行う。 

 

私学サーバファームを中核とする総合的情報ネットワークの整備に努め、総合的・効率

的な私立学校の情報の収集・蓄積・提供を目的とする私学データバンクを構築し、私立学

校の経営支援等のために必要な情報提供を図る。 

 

７ 情報収集・提供・広報・普及啓発 

(1) インターネットや電子メールを積極的に活用することにより、情報収集を迅速化し、

事務の効率化を図る。 

ホームページにより提供情報の電子化を促進し、広く一般に対する広報活動等の迅速

化に努め、事務の効率化を図る。 



(4) 

(2) 電子媒体による入力システムの開発により環境の整備に努めるとともに、学校法人等

に対し各種研修会等を通じ当該入力システムの普及を推進し、事務の効率化を図る。 

 

 

Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するために

とるべき措置 

 

１ 補助事業 

(1) 補助対象経費や補助金の交付条件等を学校法人に周知するため、全国５会場において

補助金事務担当者研修会を毎年度開催するとともに、配分基準等をホームページで公開

する。 

(2) 文部科学省の交付要綱の見直し等の状況を踏まえつつ、配分方法について見直しを適

時適切に行い、補助効果を高めることとする。 

(3) 補助金の交付先・交付額等について、毎年度新聞等への発表とともに、ホームページ

で公開する。 

 

２ 貸付事業 

(1) 「特殊法人等整理合理化計画」（平成 13 年 12 月 19 日閣議決定）の趣旨も踏まえた貸

付制度とするとともに、調達した貸付財源の条件をもとに貸付条件（貸付金利、貸付期

間、融資限度額等）の適時適切な見直しを図る。 

(2) 貸付制度の周知に当たっては、「私立学校のための融資ガイド」を作成して配付する

とともに、貸付けの対象となる事業、貸付条件、貸付額算出シミュレーション及び返済

額シミュレーション、その他融資情報をホームページで公開する。 

また借入れを希望する学校法人等に対し全国５会場において融資の相談会を毎年度開

催する。 

(3) 学校法人等からの借入需要の正確な把握に努め、それを踏まえた長期勘定からの資金

の融通、私学振興債券及び長期借入金の調達計画により、安定した貸付財源を確保する。 

(4) 蓄積した法人情報、財務データの活用等により、学校法人等からの借入申込みに係る

書類の提出から貸付金の決定までの平均審査期間を、中期目標期間中に５％以上短縮す

るとともに、提出書類の簡素化を図る。 

 

３ 受配者指定寄付金事業 

(1) 募金の取扱いに当たっては、「手引」を作成して配付するとともに、ホームページで

公開し、さらにＱ＆Ａの項目を充実させる。 

(2) 募金に係る書類の受付から審査決定までの手続の簡素化、例えば募金予定額に係る審

査方法の見直し等を図り、平均審査期間を１％以上短縮する。（平成１５年度に限る。） 

(3) 受配者指定寄付金の配付先の学校法人名及び募金対象事業を決定次第毎月ホームペー



(5) 

ジで公開する。 

 

４ 学術研究振興基金事業 

(1) 学術研究振興基金の運用益による学術研究振興資金の公募要領及び学術研究計画調書

の記入要領等を学校法人に周知するとともに、ホームページで公開する。 

(2) 交付に当たっては、客観性及び透明性の確保を図るため、外部の委員により構成され

る学術研究振興資金選考委員会において次のことを審議する。 

① 採択基準の策定・見直し 

② 各研究分野の委員による審査方法の見直し 

③ 研究の採択に関する重要な事項 

(3) 交付対象事業の評価を、各研究分野の選考委員の評価に基づいて適切に行い、翌事業

年度以降の研究の採択に際しては、それらの評価を反映させるなどして、効率的・効果

的な交付を行う。 

(4) 学術研究振興資金の交付を受けて行われた研究の成果を普及させるため、次のことを

行う。 

① 「学術研究振興資金研究概要」及び「学術研究振興資金学術研究報告」を毎年度刊

行する。また国立情報学研究所「民間助成研究成果概要データベース」に登録し、

公開する。 

② 学術研究振興資金の交付先、交付額及び研究テーマ等を毎年度「月報私学」に掲載

するとともに、ホームページで公開する。 

 

５ 教育条件・経営情報支援事業 

(1) 私学経営相談センターの機能の充実に努め、経営相談を実のあるものとするため、次

のことを行う。 

① 経営改善を必要とする学校法人の依頼に応じて、経営困難に陥る前の学校法人を優

先して、融資部、助成部と連携しつつ、財務分析を基礎に教育条件を含む経営診断・

経営相談を行う。    

② 経営診断・経営相談については、提供する数値データ及び情報等の内容を充実させ、

アンケート調査における依頼法人の満足度を中期目標期間中、毎年度７０％以上と

する。 

③ １５歳及び１８歳人口の減少を背景とした厳しい経営環境のなかで、経営改善に取

り組む学校法人の事例等を調査収集し、研究・分析の結果得られた成果を、刊行物

として中期目標期間中毎年度発刊する。 

④ 行政機関の依頼に応じて学校法人の経営分析を行う。 

(2) 私学サーバファームを中核とする総合的情報ネットワークの整備により、私学データ

バンクを構築し、私立学校のニーズに合った情報を提供するため活用度調査を行い、私

立学校に必要な情報の提供を図る。 



(6) 

６ 情報収集・提供・広報・普及啓発 

(1) 公表資料については、担当部署間の連携を図り、最新情報の提供を原則として公表と

同時にホームページに掲載する。 

(2) 学校法人等に対する情報提供システム（私学データ作成システム、学校法人情報検索

システム及び今日の私学財政閲覧システム）の情報の更新に要する期間については、チ

ェック機能の一層の充実を図り、中期目標期間中にデータのチェック完了後２か月以内

に更新する。 

 

 

Ⅲ 予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

 

１ 収益の確保、予算の効率的な執行、適切な財務内容の実現 

業務運営に必要な収益を確保する観点から、例えば刊行物販売等新たな収入源の確保を

図る。 

 

２ 財務内容の管理・運営の適正化 

総合的なリスク管理を行うことや債権の適切な回収を図ることなどにより、財政状態の

健全性の確保及び収支状況の改善を図る。特に信用リスクについては、金融検査マニュア

ルに準じた自己査定基準による厳格な管理を実施する。 

 

３ 人件費の削減 

平成２２年度の人件費を平成１７年度（９７０百万円）と比べて５％以上（平成１９年

度までに概ね０．５％）削減することを目安として所要の取組を行う。 

ただし、今後の人事院勧告を踏まえた給与改定分については削減対象より除く。なお、

人件費の範囲は国家公務員でいう基本給、職員諸手当、超過勤務手当を含み、退職手当は

含まない。 

 

４ 期間全体に係る予算 

別紙１ 

 

５ 期間全体に係る収支計画 

別紙２ 

 

６ 期間全体に係る資金計画 

別紙３ 

 



(7) 

Ⅳ 短期借入金の限度額 

 

短期借入予定なし 

 

 

Ⅴ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

 

１ 施設・設備に関する計画 

別紙４ 

 

２ 人事に関する計画 

(1）方針 

① 職員の専門的な能力の向上を図るため、実務的な研修や専門的研修を実施する。 

② 業務執行の効率化を図るため、業務委託等を検討する。 

③ 人員配置の実施に当たっては、業務量及び職員の能力に応じ適正かつ計画的に行う。 

④ 職員採用に当たっては、原則として文部科学省文教団体職員採用試験を活用し、優

秀な人材の確保を図る。 

 

（2）人員に係る指標 

常勤職員については、その職員数の抑制を図る。 

 

（参考１） 

① 期初の常勤職員数      １０５人 

② 期末の常勤職員数の見込み １０３人以内 

 

（参考２） 

中期目標期間中の人件費総額見込み 

           ５，３５１百万円 

ただし、上記の額は、平成 15 年度の給与ベースによる役員給与並びに職員基本給、

職員諸手当、超過勤務手当、福利費及び退職給与金に相当する範囲の費用である。 

 

３ 中期目標期間を超える債務負担 

なし 



別紙１

予算年度別内訳

（単位：百万円） （単位：百万円）

               金               額 区分 １５年度後半 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

    収入の部 　収入の部

政府出資金　（注２） 0 　　政府出資金 0 0 0 0 0

借入金 222,100 　　借入金 35,400 50,800 48,000 45,200 42,700

私学振興債券 36,000 　　私学振興債券 6,000 7,000 7,000 8,000 8,000

貸付回収金 286,680 　　貸付回収金 24,185 66,853 65,943 64,874 64,823

貸付金利息 75,040 　　貸付金利息 9,697 18,363 16,842 15,573 14,562

預金利息 0 　　預金利息 0 0 0 0 0

国庫補助金　（注３） 1,271,345 　　国庫補助金 254,269 254,269 254,269 254,269 254,269

受入寄付金 41,140 　　受入寄付金 5,140 9,000 9,000 9,000 9,000

受入基金 27 　　受入基金 3 6 6 6 6

基金受取利息 383 　　基金受取利息 60 93 82 74 72

雑収入 43 　　雑収入 5 9 9 9 9

計 1,932,761 計 334,762 406,395 401,152 397,006 393,443

    支出の部 　支出の部

貸付金 282,587 　　貸付金 41,787 60,200 60,200 60,200 60,200

借入金償還　（注４） 259,651 　　借入金償還 21,626 64,528 60,874 57,541 55,080

借入金利息　（注４） 64,624 　　借入金利息 8,710 16,205 14,496 13,134 12,078

債券利息 1,475 　　債券利息 79 224 300 384 487

債券発行諸費 151 　　債券発行諸費 25 29 29 33 33

助成金　（注５） 246 　　助成金 110 111 6 8 8

交付補助金　（注３） 1,271,345 　　交付補助金 254,269 254,269 254,269 254,269 254,269

配付寄付金　（注４） 40,631 　　配付寄付金 4,631 9,000 9,000 9,000 9,000

学術研究振興費 520 　　学術研究振興費 0 160 140 120 100

人件費 5,351 　　人件費 621 1,190 1,173 1,201 1,164

一般管理費 892 　　一般管理費 125 195 193 190 187

業務経費 2,176 　　業務経費 398 372 487 466 450

施設整備費 102 　　施設整備費 0 0 0 51 51

長期勘定へ繰入　（注５） 122 　　長期勘定へ繰入 55 55 3 4 4

雑支出　（注４） 0 　　雑支出 0 0 0 0 0

計 1,929,878 計 332,441 406,541 401,174 396,605 393,116

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

（注５）

予        算
平成１５年度（注１）～平成１９年度予算

日本私立学校振興・共済事業団（助成勘定）

区              分

平成１６年度以降は、各年度とも、前年度の当期総利益の範囲内で予算計上している。ただし、助成金及び長
期勘定へ繰入の財源となる前年度の当期総利益が助成金及び長期勘定へ繰入の予算額に比して増加すると
きは、その増加する金額を限度として助成金及び長期勘定へ繰入の支出に充てることができる。

平成１５年度は平成１５年１０月１日以降分である。

特殊法人等整理合理化計画により「原則として出資金の追加を停止する」旨、閣議決定されたところであるた
め、期間全体について予算計上していないが、今後、文部科学省と協議の上で取扱いを決めていく。

平成１６年度以降の予算額は未定であることから、平成１５年度予算額と同額としている。

貸付回収金・貸付金利息・受入寄付金・雑収入（補助金に係るもの）の収入金額が予算額に比して増加すると
きは、その増加する金額を限度としてそれぞれ借入金償還・借入金利息・配付寄付金・雑支出（補助金に係る
もの）の支出に充てることができる。



別紙２

収支計画年度別内訳

（単位：百万円） （単位：百万円）

区分 １５年度後半 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

    費用の部 費用の部

経常費用 1,387,720 　経常費用 268,861 281,762 280,224 278,943 277,929

助成業務費 1,385,065 　　助成業務費 268,548 281,170 279,639 278,352 277,354

交付補助金 1,271,345 　　　交付補助金 254,269 254,269 254,269 254,269 254,269

借入金利息 64,308 　　　借入金利息 8,623 16,133 14,439 13,080 12,031

債券利息 1,636 　　　債券利息 103 250 330 420 531

債券発行諸費 151 　　　債券発行諸費 25 29 29 33 33

債券発行差金償却 1 　　　債券発行差金償却 0 0 0 0 0

配付寄附金 40,631 　　　配付寄附金 4,631 9,000 9,000 9,000 9,000

学術研究振興費 520 　　　学術研究振興費 0 160 140 120 100

貸倒引当金繰入 643 　　　貸倒引当金繰入 71 143 143 143 143

業務経費 5,827 　　　業務経費 824 1,184 1,288 1,285 1,245

一般管理費 2,654 　　一般管理費 313 591 583 590 575

雑損 0 　　雑損 0 0 0 0 0

費用の部計 1,387,720 費用の部計 268,861 281,762 280,224 278,943 277,929

    収益の部 収益の部

経常収益 1,387,415 　経常収益 268,516 281,771 280,237 278,956 277,932

国庫補助金収入 1,271,345 　　国庫補助金収入 254,269 254,269 254,269 254,269 254,269

貸付金利息 74,844 　　貸付金利息 9,602 18,327 16,813 15,552 14,548

寄附金収益 41,181 　　寄附金収益 4,639 9,165 9,145 9,125 9,105

財務収益 0 　　財務収益 0 0 0 0 0

雑益 43 　　雑益 5 9 9 9 9

臨時利益 1,704 　臨時利益 1,704 0 0 0 0

前期損益修正益 1,704 　　前期損益修正益 1,704 0 0 0 0

収益の部計 1,389,119 収益の部計 270,221 281,771 280,237 278,956 277,932

当期総利益 1,399 当期総利益 1,360 9 13 13 3

収  支  計  画

平成１５年度～平成１９年度収支計画

日本私立学校振興・共済事業団（助成勘定）

区              分 金      額



別紙３

資金計画年度別内訳

（単位：百万円） （単位：百万円）
区分 １５年度後半 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

    資金支出 資金支出

業務活動による支出 1,929,460 　業務活動による支出 332,258 406,302 401,037 396,601 393,259

交付補助金支出 1,271,345 　　交付補助金支出 254,269 254,269 254,269 254,269 254,269

貸付による支出 282,587 　　貸付による支出 41,787 60,200 60,200 60,200 60,200

長期借入金の返済による支出 259,651 　　長期借入金の返済による支出 21,626 64,528 60,874 57,541 55,080

借入金利息支出 64,624 　　借入金利息支出 8,710 16,205 14,496 13,134 12,078

債券利息支出 1,475 　　債券利息支出 79 224 300 384 487

受配者指定寄付金の配付による支出 40,631 　　　受配者指定寄付金の配付による支出 4,631 9,000 9,000 9,000 9,000

学術研究振興費の交付による支出 520 　　学術研究振興費の交付による支出 0 160 140 120 100

人件費支出 5,524 　　人件費支出 633 1,141 1,068 1,285 1,395

その他の業務支出 3,100     その他の業務支出 520 574 687 668 649

投資活動による支出 3,912 　投資活動による支出 1,468 1,223 463 124 634

有価証券の取得による支出 3,690 　　有価証券の取得による支出 1,440 1,200 440 50 560

有形固定資産の取得による支出 222 　　有形固定資産の取得による支出 28 23 23 74 74

財務活動による支出 368 　財務活動による支出 165 167 9 13 13

助成金の交付による支出 246 　　助成金の交付による支出 110 111 6 8 8

長期勘定へ繰入れによる支出 122 　　長期勘定へ繰入れによる支出 55 55 3 4 4

計 1,933,741 計 333,893 407,692 401,509 396,739 393,907

次期中期目標期間への繰越金 7,605 　　　　次期中期目標期間への繰越金 7,003 6,970 7,111 7,478 7,605

    資金収入 資金収入

業務活動による収入 1,932,731 　業務活動による収入 334,759 406,389 401,145 396,999 393,437

国庫補助金収入 1,271,345 　　国庫補助金収入 254,269 254,269 254,269 254,269 254,269

貸付金の回収による収入 286,680 　　貸付金の回収による収入 24,185 66,853 65,943 64,874 64,823

貸付金利息収入 75,040 　　貸付金利息収入 9,697 18,363 16,842 15,573 14,562

長期借入による収入 222,100 　　長期借入による収入 35,400 50,800 48,000 45,200 42,700

債券の発行による収入 36,000 　　　債券の発行による収入 6,000 7,000 7,000 8,000 8,000

受配者指定寄付金の受入による収入 41,140 　　　受配者指定寄付金の受入による収入 5,140 9,000 9,000 9,000 9,000

基金利息の受取額 379 　　基金利息の受取額 60 92 80 73 72

その他の業務収入 43 　　その他の業務収入 5 9 9 9 9

利息の受取額 0      利息の受取額 0 0 0 0 0

投資活動による収入 3,806 　投資活動による収入 1,351 1,265 500 100 590

有価証券の償還による収入 3,806 　　有価証券の償還による収入 1,351 1,265 500 100 590

財務活動による収入 27 　財務活動による収入 3 6 6 6 6

民間出えん金の受入による収入 27 　　民間出えん金の受入による収入 3 6 6 6 6

政府出資金の受入による収入 0 　　政府出資金の受入による収入 0 0 0 0 0

計 1,936,564 計 336,113 407,660 401,651 397,105 394,033

前期中期目標期間よりの繰越金 4,782 　　　　前期中期目標期間よりの繰越金 4,782 7,003 6,970 7,111 7,478

資  金  計  画

平成１５年度～平成１９年度資金計画

日本私立学校振興・共済事業団（助成勘定）

区              分 金        額



別紙４ 

施設・設備に関する計画 

平成 15年度～平成 19 年度施設・設備計画 

  日本私立学校振興・共済事業団（助成勘定） 

                                                            （単位：百万円） 

 

        施設・設備の内容         金       額          備               考 

 

 

     事務所建物耐震改修工事           １０２  

         （18 年度～19年度） 

 

 

 

 

 

 

 


